特別交付税の減額措置に関わって地公部会が
総務省給与能率推進室長と交渉－3月5日

※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、組合内部の意思統一用に止めてください。

公務員連絡会地公部会は、３月５日、総務省給与能率推進室と特別交付税の減額措置に関わって交渉を行った。

交渉には、地公部会から藤川事務局長や森事務局次長(自治労総合労働局長)をはじめ各構成組織の幹事が参加し、総務省からは、堀井給与能率推進室長をはじめ下瀬定員給与調査官、野村課長補佐らが出席した。

交渉の冒頭、藤川事務局長は、２月29日に発出された総務省副大臣通知に関わって、以下の点について確認した。

(1)通知には、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適正に対応されるよう期待いたします。」とあるが、この法律の趣旨とは、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」の第１条「趣旨」のことをいうのか。

(2)２月28日の参議院総務委員会における国会質疑の中で、川端総務大臣は、「地方公務員の給与について、総務省から各地方公共団体に対して、今回の国家公務員に係る時限的な給与削減措置と同様の措置を実施するよう要請することや、強制することは考えておりません。」「地方財政計画の策定に当たり、本臨時特例法案に定める給与減額措置と同様の措置が一律に実施されることを前提とした給与関係経費を計上することは考えておらず、・・・」と回答しているが、この回答は、地方公務員の給与についての総務省の姿勢であると考えてよろしいか。

　この２点の質問について給与能率推進室長は、「その通りである」と回答した。

　続いて、特別交付税の減額措置について、申入書(別紙)に則り要請した。

また、参加した幹事からは、「昨年までは、給与の年間調整が不十分な場合に特別交付税に影響を与えてきたが、昨年の12月一時金の時点では、国はマイナス勧告の取扱いを決定していなかったので、減額を行っていない自治体もある。この点について、自治体の事情を踏まえて対応して欲しい」また、「骨太方針をはじめとする総務省の引き続く指導によって、地方自治体の労使は、ともにトラウマになっており、本来、関係のないはずの手当までかなり廃止されている。助言という名の指導はやめてほしい」と要請した。

　これに対して、給与能率推進室長は以下の通り回答した。

(1)基本の考え方は、従前と変わっていない。特別交付税の減額は不適正な給与支給に対するペナルティーではなく、特別交付税の公平な算定という観点から行っている。

(2)自宅に係る住居手当については、今年度も減額の対象としない予定。

(3)50歳代後半層の給与一律減額措置を実施しないことを理由に、特別交付税の減額は行うものではない。50歳台後半層の給与減額を行わない結果として、年間調整額が不十分となる場合には、期末・勤勉手当の算定において、減額の対象となる。

(4)例年、年間調整については、ラスパイレス指数が100を上回る自治体については減額の対象としている。また、100未満から全国平均までの自治体については、調整の上、一定額を考慮している。さらに、全国平均を下回る自治体については、減額をしていない。

(5)10月28日に発出した副大臣通知では、「地方公務員法の趣旨に沿い、国における取扱い並びに人事委員会の給与に関する報告及び勧告、現下の地方行財政の状況等の地域の実情を踏まえつつ、各地方公共団体の給与実態等を十分検討の上、下記事項に留意し、議会で十分審議を行い、適切に対処されるよう期待いたします。」としているので、それぞれ自治体において、しっかり御判断いただきたい。 

　また、年間調整の取扱いについては、まだ特別な議論はしていない。12月の期末勤勉手当から年間調整分を減額した自治体もあるが、今後、６月の期末勤勉手当から減額する自治体や年間調整を行わない自治体もあると思われる。この場合に、年間調整を行った自治体から「不公平」と指摘される可能性があると考えている。

　これに対して、藤川事務局長は、特別交付税に関わる考え方が整理される頃にあらためて交渉を行うことを要請し、終了した。

【別紙】特別交付税の減額措置に対する申入書は次ページから

【別紙】特別交付税の減額措置に対する申入書

２０１２年３月５日

総務大臣

　川　端　達　夫　様

公務員連絡会地方公務員部会

議 長 　岡　﨑　　徹

特別交付税の減額措置に対する申入れ

　貴職におかれましては、地域主権の実現、地方財政の充実に向け並々ならぬ努力を重ねておられることに心から敬意を表します。

　私どもは、地方公務員の給与については、地域主権改革の理念に沿って各地方自治体における労使交渉を踏まえて決定されるべきと考えます。総務省においても、この間、地方公務員の給与については、労働基本権制約の代償機能である人事委員会の勧告制度、労使間の交渉、勤務条件条例主義などの給与決定の原則に則って決定されるべきとの考えを示しておられます。

ところが、総務省令では、地域手当、寒冷地手当などの支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、特別交付税を減額することとされており、これらの措置は、人事委員会の勧告制度、労使交渉を経て、条例で定めるという給与決定の原則を否定することになりかねません。

　つきましては、今年度の特別交付税の算定において、下記の事項を十分踏まえて対応されるよう申し入れます。

記

１．地域手当、寒冷地手当などに係る特別交付税の減額措置を行わないこと。

２．地域の実情を踏まえて自宅に係る住居手当を継続する自治体に対して、特別交付税の減額措置を行わないこと。

３．50歳台後半層の給与一律減額措置を実施しなかった自治体に対して、特別交付税の減額措置を行わないこと。

４．とくに、ラスパイレス指数が100以下の自治体に対しては、上記１～３なども含め、各自治体の給与上の取扱いを理由とした減額措置を行わないこと。

以上
